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低価主義批判の変遷
山 崎 佳 夫
まえがき
「会計は物神 (fetishes）や聖牛（sacredcows）に悩まされている。今こそ
〔注）
崇拝は，これらから基本的な目的へ移されるべき時である。」
低価主義批判の歴史は古く，一貫してその非論理性・保守性が論難されてき
た。しかしそれらは，棚卸資産の本質・認識基準・評価基準と無関係に論ぜら
れるべきではない。そこで（1）財産価値説（時価主義）→（2）資産費用説ないし原
価配分説（原価主義〉→（3）資産用役説（時価主義）とスパイラノレに発展してき
た会計思考の流れのうちに，低価主義がどのような位置を占めまたどのように
批判されてきたかを素描してみよう。（1）において許容された低価主義は，（2）に
おいて排撃され（3）において包容されようとしている。
（注） W. A. Paton, Essentials of Accounting, 1949, p. 1. 
2 財産価値説と低価主義
資産の評価は，資産の本質に関する財産価値説が支配的であった時代におい
て，時価主義を原則としたことはいうまでもない。財産法にもとづく純財産増
加説にその典型をみる。しかしこの場合，棚卸資産は期末時価，とくに換金価
額をもって評価されたが，債権者保護の見地から， 「予想の損失は洩らすべか
らず，予想の利益は計上すべからず」という保守主義の原則が作用した。すな
わち，棚卸資産価額は時価基準によるとはいえ，時価が取得価格より高い場合
未実現評価益の計上をさけて帳簿価額をそのまま保持するのである。財産価値
計算は時価基準評価を原則とするが，処分時価や取替原価が取得価格より高い
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場合には，企業財務の堅実性を重んじて取得価格のまますえおいたのである。
財産価値説のもとにおいては，評価損は計上するが評価益は計上しないという
低価主義が介入する契機が充分存したといえよう。
かかる低価主義の理論的基礎に対する時価主義論者ベイトン・スチプンソン
の批判は，異彩のものであった。
「低価主義は非論理的な処理方法である。……それは2つの重要な数値のう
ち，低い方が常にとられるという点において保守的であり，通常この理由から
E当とされる。しかし実際問題として，それは保守主義を保証しない。」
彼等によれば，会計の職能は，合理的な発生基準にもとづき期間的に営業過
程の資料を分類し説明することであるとされた。したがって期間純利益の確定
に際し，資産の減価をふくむあらゆる発生費用は収益に賦課されるとともに，
すべての資産価値の増加は会計事実として認められるべきである。価値の増加
にしろ減少にしろ本質上特別の差異があるわけではなく， 2つの方向における
あらゆる価値変動額が考慮されてはじめて，全利害関係者のために有益かつ正
確な損益計算書および貸借対照表が作成されるのである。
また資産の有効な利用に関心をもっ経営者にとって，計算基準として最も意
味深いのは原価ではなく，むしろ取替原価である。投資家の醸出した資本の利
用に関して合理的な決定をなすにあたり，経営を援助する資料を提供すること
が，財務的諸勘定の重要な機能である。そして勘定が表示すべきは，一般の価
値ではなく特定の価値である。勘定は特定資産の実際価値にできるだけ近いも
のを表示すべきである。
時として増価は未実現利益であるといわれる。しかしすべての発生額（ace-
ruals）は未実現取引にもとづいている。また増価は見積りにすぎず，したがっ
てそれを勘定内に認めることは実際的でないと論ぜられる。しかし会計は，絶
体的正確を取り扱うものではなく見積りを取り扱う。あらゆる評価は見積りで
あり，すべての棚卸しは見積りである。
要するに価格下落時に，時価が常に正当な試標であることが容認されるとす
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れば，価値増加を決定する尺度として，時価が重要でなくなると仮定する事由
は存しない。未販売の資産の増価を無視することは，資産の過小表示と持分の
不正表示をまねき秘密積立金を設ける結果となる。資産評価に関する非論理的
な態度は，健全なそして保守的な会計実践を助長する面に，多くを期待できな
いというのである。ともかく企業にとって資産の真の経済的な意味は，現在そ
れを取得するに要する額によって最も正確に測定される。原始原価よりも取替
原価が，価値決定に一層重要であり，有効な現実的原価であるとされた。
首題との関連において注目したいのは，第1に発生主義の立場から，取替原
価主義によって，未実現損益をふくむ利益を経済学的に把握しようとしていた
ことであり，第2に会計職能を合理的に遂行する経営者的観点が取り挙げられ
ていたことである。ちなみに「財産は，特定の企業によって所有される原材料
その他のものの対価であって，その企業に価値あるものである」とされた。し
かし全体を通じて，財産計算的思考（誘導法による縮財産増加説）が中心とな
っていたことは否めない。
注（1）低価主義は，経済社会の変動や金融機関等の影響をうけて， 19世紀の終り頃から認
められるようになったといわれる。しかしアメリカで低価主義に関する財務省〔Tr←
asury Department）規則が制定されたのは，今世紀〔1917,20）に入ってからである。
(2) W. A. Paton & R. A. Stevenson, Principles of Accounting, 1918, pp. 452-469, 
475-6 . 
.(3) W. A. Paton, Accounting Theory, 1922, p. 465. 「低価主義は，販売基準と矛盾
する。販売が利益の正しい認識基準であるとすれば，すべての棚卸資産は原価で評価
されるべきことになる。利益の確実な証拠として販売の重要性を強く主張し，ついで
流動資産は仮価主義で評価されるべきであると論ずることは，論理を全く捨てさるも
のである。」 (Ibid.,p. 453) 
(4) Ibid., p. 30. 
3 資産費用説と低価主義
「会計は，基本的に評価の過程ではなく，歴史的原価と収益とを当期および
その後の会計年度に配分することである。」（A.A.A会計原則1936年〉
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資産費用説ないし原価配分説は，期間損益計算を重視する観点から，原価主
義を建前とする。棚卸資産価額は，期間的に配分された原価のうち，販売によ
って未だ償われない原価である。それは棚卸資産を取得しあるいは生産する際
に発生する原価の流れのうち，将来の収益に割り当てられる部分を表わしてい
る。この場合貸借対照表は，原価を現在と将来とに配分する機能を来たすので
ある。また原価主義は，販売基準（実現主義〉を補完するものである。すなわ
ち時価が夜得価格より高い場合に時価主義の適用は，未実現利益の容認となり
時価が取得価格より低い場合に低価主義の適用は，未実現損失の記録となる。
かかるテストによって，費用・収益の対応を適正に行うことはできない。損益
計算書は，実現した収益とこれに対応する（実現〉費用を表示するのである。
このように資産費用説のもとにおいて資産の評価は否定されるから，低価主義
の介入する余地はない。
S•H•M会計原則 (1938年〕によれば，流動資産の評価に関する一般原則
は，流動資産を原価主義・時価主義・低価主義で表示することであるが，その！
うち第1位の基準（primaryguide）は低価主義である。アカウンタントはかか
る原則を合理的かつ継続的に適用すべきである。原材料に対して時価は通常買
入時価もしくは取替原価を意味する。仕掛品・製品については，時価は再生産
原価もしくは取替原価を意味する。ただし，実現価格（realizationprice）が低
い場合は，これが採用されるであろう。低価主義は租税目的からではなく，慎
重な経営者および投資家の保護を助成するものとして考案された。 S•H•M
会計原則は，企業の特殊事情により，棚卸方法のいずれを採用するかは企業の
自由であるが，継続性の原則と低価主義の原則を採用すべきことを勧奨した。
これに対するベイトンの批判は，初期の見解とは対照的に動態論の立場から
原価主義の貫徹となって現われた。 「神格化された保守主義の仮面を装おう不
健全なそして非保守的な実務の顕著な事例は，低価主義である。」反対理由と
して挙げられた項目は12か条に及んでいる。
(1) 継続性は最も健全な会計原則の lつであるが，低価主義においては非継続
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性がその特色をなしている。 S• H・M会計原則は，滑稽千万にも，低価主
義を合理的にかつ継続的に適用しなければならないと主張する。
(2) 低価主義は，現在の市場価値すなわち時価がたまたま原価以下に低落した
時においてのみ，時価は債権者・株主または経営者にとって重要なものとな
るとなしている。全く驚くべき仮説ではないか。実際上産業界は四六時中，
時価と記録された価値すなわち原価との関係いかんを問わず，市場価値に深
い関心をもっているのである。
(3) 低価主義は，評価の結果たる棚卸価額が単に記録された原価よりも低けれ
ば満足し，したがって棚卸日に，激しい価格低下傾向がどういう結果を生ず
るかを考慮に入れない点で，保守的ではない。
(4) 低価主義は，当期における営業純利益の過小表示が，将来の期間の過大表
示を結果するという点で，保守的ではない。
(5) 保守主義は，通常の企業にとって収益は財貨または用役の売上完了高によ
って測定きれなければならないという会計理論と矛盾する。
(6) 低価主義は，棚卸手続を極度に手数が掛り，かつ経費がかさむものとする。I
もし文字通り低価主義によって棚卸評価を行なうものとすれば，棚卸資産の
項目別・品名別に実際原価と市場価格とを調査しなければならない。
(7) 実際上，低価主義は屡々甚しい粗雑さをもって適用され，しかも会社毎に
低価主義に対する解釈が非常に異なっていることが珍らしくない。
(8) 低価主義には明確な一貫した政策がない。ある時は原価により，他の時は
時価により，棚卸評価を行う。これは健全な会計に対する正に反対物であ
る。
(9) 低価主義は，売上原価および営業純利益の計数を歪めるものであるから，
比較損益計算書の価値を傷つけるものである。
側 もし低価主義を文字通り月次報告書または4半期報告書に適用するとすれ
ば，時として販売によって実現しない利益を計上するごとき結果を生ずるで
あろう。
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処方低価主義は企業会計の重点を，実際原価の記録（これこそすべての会計の
一般に認められた基礎であるが〉から，見積りと予想の領域に移動するもの
である。
(1司 会計士協会の棚卸手続委員会の近年の活動業績をみても判るように，低価
主義の意味およびその適用について意見の一致なく，多くの混乱がある。
このように低価主義は，期間損益計算の見地からは合理性をもたないわけで
ある。しかし厳格な原価主義に対する反省もなされていた。たとえば「重要な
のは『貨幣』（money）でもなく『価格』（price）でもない。『用役』（service)
すなわち交換された場合には，その企業にさらに他の用役の潜在を供与する，
かかる用役の潜在こそが， 会計の背後にある重要な要件なのである。」「原価
は，主としてそれが取得日の公正な価値にほぼ等しいという理由によって，意
義がある。原価は，それが支払額を表わしているという理由で基本的に重要な
のではなく，取得されたものの価値尺度として重要なのである。」 かくして，
会計上基本的な資料は正に価値である。価値は会計の真の基礎であり，会計は
理想的には，資産の原価ならぬ現在価値を示すべきである。それは価格水準の
変動を認識すべきであると言明されるにいたった。
注（1) W. A. Paton, Comments on "A Statement of Accounting Principles，” J. of A., 
Mar., 1938，黒沢清「近代会計学」 197-9頁
ペイトンの評価論は， 「会計原理」および「会計理論」においては経済学的見地か
ら取替原価主義をとったが，「会計」（Accounting,1924〕およびその後の著述（Esse-
ntials of Accounting, 1938, Advanced Accounting, 1941〕においては次第に原価主義
に変ってきた。これら評価論上の変貌は，アメリカの経済社会の変動を反映するもの
であるといわれる。
i(2) W. A. Paton & A. C. Littleton, An Introduction to Corporate Accounting Stan-
dards, 1940, p.13，中島省吾訳21頁，ほかに用役説を唱えたものとして C.E. Sprague, 
The Philosophy of Aαounts, 1907, J. B. Canning, The Economics of Accountancy, 
1929, W. ]. Vatter, The Fund Theory of Accounting and Its Implic宜tionsfor Fin-
ancial Reports, 1947.等を挙げることができる。スプレーグは資産を受け取られるべ
き用役の倉庫であると述べた（p.44）。 ヴァッタ｛は，「資産は経済的性質をもつも
のであり，将来，転形または交換され，もしくは将来の事態に備えて貯えることので
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きる用役潜在力の形をとった将来の欲求物である。資産を測定するためにいかなる基
準が採用されようと，資産は用役潜在力であって，物質的なもの・法律的権利・金銭
債権ではない」と結論した（p.17）。
(3) W. A. Paton, Cost and Value in Accounting, ]. of A. Mar., 1946. 
(4) W. A. Paton, Accounting Procedures and Private Enterprise, ]. of A. April 1948. 
The Basis for Adequate Financial Reporting, A. M.A., General Management Series 
141-148, 194ち．
とれらがつぎのような原価主義指判につながるのである。
歴史的原価は「保有期間あるいは転換期間中に発生した重要な出来事の認識をなし
えない。取得後における価格水準の変動の影響を分離することは，厳格な歴史的原価
主義のもとでは果されない。さらに，期待される収益の指標としての歴史的原価の有
用性は，せいぜい一時的であり，急激な価格の変動期には実際短命であるJ 〔A.A. 
A会計原則追補報告書第2号， A Discussion of Various Approach to Inventory Me-
asurement, 1964年〕
「歴史的原価は，それが現在の効用もしくは将来の効益のいずれをも反映すること
は稀であるから，棚卸資産についての満足な評価基準とはほど遠いものである。」〔A.
I.C.P A 「会計原則試案J1962年，佐藤孝一・新井清光共訳144頁）
「連続意見書」 4が，低価基準を原価基準の例外として認めていることは注目すべ
きであろう。その理由にはつぎの4点が挙げられている。
①広く各国において古くから行なわれてきた慣行的評価思考である。
②現在でも実務界から広く支持されている。
⑨通常の営業過程において，いくばくの資金に転化するかを示すことも，ある意味
では有用である。
④各国の税法も低価基準の適用に伴う評価損を例外なく課税所得の計算上損金に算
入する建前をとっている。
わが国商法において低価主義は， 285条ノ 2' 1項但し書および2項に規定されて
いる。
「流動資産ニ付テハ其ノ取得価額又ハ製作価額ヲ附スノレコトヲ要ス但シ時価カ、取得価
額又ハ製作価額ヨリ著シク低キトキハ其ノ価格カ守取得価額又ハ製作価額迄回復スルト
認メラノレノレ場合ヲ除クノ；外時価ヲ附スノレコトヲ要ス
前項ノ規定ハ時価ガ取得価額叉ハ製作価額ヨリ低キトキハ時価ヲ附スノレモノトスノレ
コトヲ妨ゲズ」
1墳で原価主義が規定され， 2項で低価主義の選択適用が認められている。しかし
l項但し書は，低価主義を強制するものである。これは債権者保護のための規定であ
るから，その時価は処分価額であるという解釈が有力のようである。なお商法におけ
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る時価の下落には，物理的・機能的減価もふくまれる。この点AI.P.C. Aと同じであ
る。
わが国税法における低価法とは，期末棚卸資産をその種類等の異なるごとに区別し
その種類等の同じものについて，原価法により評価した価額と当該事業年度終了の時
におけるその取得のために通常要する価額とのうちいずれか低い価額をもってその評
価額とする方法をいう（法人税法施行令28条1項〕。 なお生産した棚卸資産について
は昭35直法1-62, 15 但し書参照。またかかる低価法を選定した法人が， 「期末時
価の万が低い価額であったため，期末時価で評価した場合においてはp 翌事業年度終
了の尽において評価をなす場合の当該棚卸資産の取得価額は，令第28条第2項の規定
の適用がある場合を除き，前事業年度終了の日における評価額ではなく実際の取得価
額を基礎として計算するものとする」としている（通達186）。 いわゆる「洗い替え
方式」である。
4 資産用役説と低価主義
A.A.A会計原則 (1948年〉は，回収可能性〔recover~bility〕という新しい
解釈のもとに低価主義を承認するにいたった。資産費用説のもとで論難された
低価主義は，損益計算的見地の別の角度から再検討され修正されたので、ある。
「残りの原価は，次期以降の会計期間に配分せしめるために，貸借対照表に
掲記して繰り越すべきである。ただし，破損・品質低下・旧式化・型の変更・
供給過剰・価格水準の下落・その他の理由のいずれからにもせよ，ある棚卸項
目の原価を回収し得ないことが明白な場合にはこの限りでない。このような場
合には，その棚卸項目は，販売による手取分の見積額からその完成及び処理に
必要な直接的な経費を差引いた額で、表示されるべきである。」
「帳簿記入原価のうち，貸借対照表中で報告されるべき部分は，次期以降に
照応する額である。資産または資産のクツレ｛フ。が続いて使用される場合，この
額は，原価中，その資産が未だこれ以外に産み出すと期待される有用な役務を
通じて回収される部分である。」（中島省吾訳「A A.A会計原則」〕
棚卸資産は，将来の販売に対して合理的に割り当てられるべき原価要素のプ
ーノレと考えられる。そこで棚卸資産には将来の営業に密接に関係しない原価要
素，すなわち将来の収益による回収が期待されない原価要素はふくまれてはな
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らない。価格水準の下落は，手持商品原価の回収の見込が一部損なわれている
ことを示すのである。しかし市場価格は，それが原価の回収不能を示す場合に
のみ関与する。回収不能が明白でないならば，原価は不変のままである。また価
格水準が下落しでも，それが販売利益（profitmargin〕の範囲内に留まるかぎ
り，棚卸資産用役の喪失を認識することはない。販売利益のすべてを排除する
にいたらない収益稼得力（revenue-producingpotential）における単なる低落
jま，棚卸資産有用性の損失を認識すべき充分な証拠とは考えられないのである。
A.LC. P.Aもまた有用性（usefulness）概念をもってほぼ同様の態度を採択
した。 「棚卸資産の有用性がもはやその原価と同じ大きさをもたなくなった場
合には，原価による評価基準から離脱することが必要となる。通常の営業過程
で商品を処分する時に，その効用（utility）が，物的な品質低下・陳腐化・価
格水準の変動あるいはその他の原因によって，原価を下回るという証拠がある
場合には， その差額は当期の損失として認識されるべきである。 それは一般
に，このような商品を時価（低価〉で表わすことによってなしとげられる。」
A.LC. P.Aは，唯一のE当な基準は原価であるとし寸立場をとったが， 烹
価のある部分が，次期の利益擁得に対してその有用性を失なった時，そのよう
な損失の額は，棚卸日に終る期間の営業上の費用として計上されるべきであ
る。換言すれば，それは「原価と残存有用原価（residualuseful cost）といず
れか低い方」という法則を採用した。この場合，有用性は現在の取替原価（購
入もしくは再生産による）を意味する。ただ、しつぎの制限が付せられた。
(1) 取替原価は正味実現可能価額（通常の営業過程における見積販売価格から
合理的に予想しうる完成および処分のための費用を控除した金額）を超えて
はならない。
(2) 取替原価は正味実現可能価額から正常利潤（approximatelynormal profit 
margin〕の見積額を控除した金額より小さくてはならない。
これは，取替原価と販売価格との蹟行関係から，取替原価への評価切下げが
過大または過小になるのを防ぐためである。 R.H.モントゴメリ｛は，かかる
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低価主義の適用によって，費用収益対応、の目的が適正に達成されると述べてい・
る。
かくして低価主義は，もはや単純に棚卸資産の価格を，時価まで切り下げる
ことを意味しない。 A.A.AもA.LC.P.Aもともに損益計算的接近から， 有
用性概念を導入するにいたった。しかしA.A.Aは，正味実現可能価額（販売
価格一完成・処分のために必要な費用）を単一の基準として回収性に視点をお
くのに対して， A.I.C.P.Aは正味実現可能価額と「正味実現可能価額一正常
利潤」の範囲内に有用性の限界を劃している。
A.A.AとA.I.C.P.Aの相違は，取替原価が下落しでも，その下落が販売利
益をこえない場合において，棚卸資産用役の損失を認識するか否かにかかって
いる。 これについて肯定的なA.I.C.P.Aは， 販売価格の下落によって消耗し
た棚卸資産用役の原価を測定するために，取得原価と取替原価の差額を求め
る。これに対しA.A.Aは，販売価格が棚卸資産の取得原価と完成・処分のた
めの費用の合計に等しい金額を回復すると期待されるかぎり，損失は発生しな
いという立場をとる。 AI.C. P. Aの基準には， 原価が発生した時に利益の予
想がある。 A.A.Aは販売価格によって利益の程度を決定し，損失がないであ
ろうことを予想するにすぎない。
G.O.メイは「回収されそうもない原価は有用でなく，あるいは，ちょうど
回収されるだけの原価すら有用でない。販売を目的とする財貨の原価は，販売
においですくなくとも最小限の正常の利益をもたらすことが期待できるのでな
ければ正常の有用性をもっと言われえない」と述べている。つとにベイトンは
「低価主義とは，次年度に美観（pleasantpicture）を装おうために，本年度に
勘定を繕う（doctor）ことにある。 ともかく正常利潤に対して過度の注意が向
けられようとしている。収益性の維持は，経営者の仕事であってアカウンタン
トの仕事ではない」 ことを指摘していた。彼は， (1）棚卸資産を将来の売上に
適用されるべき費用のフ。｛ノレと観念することは，そのようなコストが回収可能
であることを意味するものではない。たとい原価の切り下げによっても，収益
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が残存原価以上のものを回収するという保証はない。信）取替原価と販売価格と
は，変動の額あるいはその時期に関して，必ずしも一致して動くものではない。
低価評価の主な目的が，次期にE常なあるいは何らかの利潤をもたらすことで
あれば，会計の職能に照らして疑わしいと論駁している。
「資産は，特定の会計主体における事業目的に捧げられた経済資源である。
それらは，将来の営業活動のために利用される用役潜在力（servicepotentials) 
の総額である。」
「理想的には，売上商品の原価の測定には，つぎの3つの関連目標を達成す
べきである。（1）期間中に顧客に引き渡された製品・役務の原備を現在価値で報
告する。（2）期末における棚卸資産の原価を現在価値で報告する。（3）価格の変動
から生じた利得・損失を明らかにする。」（A.A.A会計原則1957年）
「価格変動からくる保有損益は，それらが発生した期間に報告されるべきで
ある。この方法によってはじめて，正確な費用・収益の期間的対応を行うこと
ができる。」（A.A.A会計原則追補報告書第2号1964年〉
低価主義は，保有損失の認識において取替原価主義と結びつく。修正低価主
義は，取得原価の潜在市場性（potentialsalabili ty）あるいは残存有用性が損な
われたという理由で擁護される。しかし，取得原価が残存有用原価より低い場
合，取得原価はそのまますえ置かれるから，有用性期念の適用に一貫性がない
わけである。その非論理性と保守性は，依然として蔽うべくもないのである。
A.A.A会計原則追補報告書第2号には，取替原価が保有損失を「実現」し
たものとみるほど「充分に明確かつ客観的」に決定されるならば，同じ論理を
もって，取替原価が取得原価より高くなった場合にも，等しく保有利得の認識
されるべき旨が記されている。かかる論旨は， A.I.C.P.A「会計原則試案」
(1962年）においても明白である。 「もしも，現在の取替原価が取得原価より
も低い場合に，前者が客観的・決定的であり，また検証可能にしてかつ一層有
用であるとするならば，この取替原価は，それが取得原価より高い場合にも，
やはりこのような属性を持っているわけである。現在の取替原価を用いること
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によって『効用』の変化は，その効力の変化が起った期間に認識される。」（佐
藤孝一・新井清光共訳147頁〕
かくして価格の変動は客観的に把握され，それによって企業経営が受ける影
響引いては財政状態（経済的価値表示〕を明らかにすることができる。しかも
保有損益と営業損益とは区別して明瞭表示されるから，経営成績を分析し解釈
する上に有意義である。
資産用役説のもとにおいて，低価主義の理論的欠陥は，取替原価主義のうち
に解消されようとしている。資産費用説は，未実現損益を排除するために，原
価主義を実現主義に結びつけた。資産用役説は，末実現損益を容認するために
実現概念の改革（reform〕をせまった。
「実現概念の本質的意味は，資産あるいは負債における変動が，勘定への認
識を保証するほど充分に明確かつ客観的になることである。」 CA.A.A会計原
則1957年）
資産の用役概念は，実現概念の量的・質的拡大化をもたらしたのである。こ
れによって発生概念は，実現概念のうちに包摂されようとしている。もっとも
A.A.A概念基準調査研究委員会の報告書（1964年）では，実現概念について
若干の後退が看取される。他方， A.I.C.P.Aの「原則試案」は，伝統的な実
現概念を前提として，発生主義の立場から経済的価値の変動を認識する。しか
しいずれにおいても，保有損益が認識され，実際に生じた期間に一応，計上さ
れることに変りはないのである。そこには発生主義会計の論理的な拡摂がみら
れる。
期間純利益総額が，発生収益と発生費用との対応差額，すなわち価値の増減
（営業損益・保有損益〕で認識しうるもののすべてから算出されるとすれば，
初期のベイトンが（静態論的ではあったが）， 低価主義批判の拠り所とした経
済的な利益概念と比べて興味深く感ぜられるのである。企業会計は経済社会の
現実的な要請に応えて，発展して止まない。それにしても低価主義は，実務に
深く喰い入っている。低価主義の位置付けによって，その理論の性格を占うこ
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とができるといったらいいすぎであろうか。
注（1) H. 'E. Miller, The 1948 Revision of The American Accounting Associations Stat-
ement of Principles, A. R. Jan., 1949. 
(2) Accounting Research Bulletin, No. 29, 1947, No. 43, 1953. 
(3) R. H. Montogomery, Montogomery’S Auditing, 1949, pp. 193, 205. 
（引正味実現可能価額基準の欠点は算定の問題にある。その適用に多くの主観的な見積
りが介在するからである。また販売価格が取替原価と平行して変動するならば，取替
原価は一般的に， （正味実現可能価額一正常利潤〕に近い数値になるであろう。概し
て取替原価基準の方が観念的でしかも実際的であるといわれる〔A.A. A会計原則追
補報告書第2号〕。 しかし，生産品の時価としては正味実現可能価額の方が把握しや
すい（連続意見書4〕。
(5) G. 0. May, Financial Accounting, p. 187.木村重義訳204-5頁
(6) W. A. Paton, The Cost Approach to Inventories, J. of A., Oct., 1941, Advanced 
Accounting, pp. 157-8, Asset Accounting pp. 77-81. 
(7) ほぼ同様の見解としてつぎのものがある。「資産は，期待される将来の経済的効益
〔respectedfuture economic benifits〕でこれに対する権利が，なんらかの当期もしく
は過年度の取引の結果，企業によって取得されているものであるoJ (A.I.C.P.A会計
原則試案，佐藤孝一・新井清光共訳120頁） 「（資産とは〉会計のノレ｛ノレもしくは原則
に従い，会計帳簿の締切に際して適正に繰り越され，または繰り越されるであろう借
方残高によって表わされるもの（ただしこのような借方残高が実質的に負債に対する
控除残高である場合を除く〕であり，この借方残高はそれが財産権または取得した価
値，もしくは財産権をつくり出したところのあるいは次期以降に適正に帰属せしめる
ことのできる支出額を表わすという点に基礎をおいているものであるoJ(A.I.C.P.A, 
Accounting Terminology Bulletin No. l,＇京eviewand Resum2，” p. 13，前掲共訳134
頁）
(8）取替原価基準の合理性と意義について， A A. A会計原則追補報告書第1号〔Ace-
ounting for Land, Buiidings and Equipment）はつぎのように要約している。
「通常の営業活動から生ずる利益の測定は，用役潜在力の費消が現在原価基準で測
定される場合においてのみ，よく成し遂げられる。つまり，活動能力を低めることな
く，営業活動を継続するためには，費消された用役は回復されねばならない。費j肖用
役の適切な原価は，回復のための現在原価であるJ
「通常の営業活動からの利益は，投資決定をなす投資家にとって重要である。この
額は，現金配当と比較して，会社の活動能力を縮小あるいは拡大しようとする経営者
の意図の評価に関係をもっ。第2に，それは，通常の営業活動によって生ずる将来の
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；利益を容易に予測せしめる。減価償却以外の費用もまた現在基準で表示されると仮定
して。第3に，会社聞の利益比較が，現在原価基準による減価償却の全般的測定によ
って改善される。」
(9）保有損益という用語は， E.0. Edwardsおよび P.W. Bellが，彼等の共著「企業
所得の理論と測定」（TheTheory and Measurement of Business Income）において用
いたのにはじまる。彼等は保有利得を定義して，資産（あるいは負債）が会社の所有
期間中に，その価格の上昇（あるいは負債の価格の下落）によって利得をもたらす出
来事から生じたものとする〔p.36〕。 A.A. Aはこれを敷街してP 一般価格水準の変
動のほかさらに購入の時に予想されなかった工業技術あるいは需要の変動による利得
・損失もふくんでいる（追補報告書第1号）。
(IO) 取替原価基準が用いられる場合，評価を受ける資産の利益または損失は，つぎの段
階で認識される。「第1の段階は，取得時から使用その他処分時までの期間において，
利得または損失の一部を認識するものであり，第2の段階は，当該資産の売却もしく
はその他実体からの移転時に利得または損失の残余部分を認識するものであって，こ
の部分は，売却〔移転〉価格と取替原価との差額分として測定される。この方法は依
然として原価法であり，この評価基準によって評価される資産は，処分を待っている
コスト要素として扱われている。」〔A.I.C.PA会計原則試案，前掲共訳139頁）なお
注凶参照。
(1）実現概念部会の過半数の委員は，実現保有利得だけを報告純利益にふくめ，営業利
益（operatingincome）と実現保有損益を別個に示す損益計算書形式を勧告している。
これら両者の合計が純利益となる。そして乙の純利益額に，未実現損益の変動純額が
付加されて， 「純利益十保有損益」と称せられる額がえられる。貸借対照表の株主持
分の区分にはp 実現留保利益と未実現留保利益とが別個に表示される。
また対応概念部会も，棚卸資産の再評価によって生じた保有利得を禾実現収益とし
て取り扱い，その棚卸資産が販売された時，収益を「営業純利益」〔netincome from 
operations〕と「市場変動およぴ物価水準の変動による実現損益」〔realizedgains or 
losses from market fluctuations and price level changes）とに分割表示するよう勧告
している。
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